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 出資比率要件 特定建設工事共同企業体の
すべての構成員が、２社の場合は30％、３社
の場合は20％以上の出資比率であるものとす
る。
 代表者要件 特定建設工事共同企業体の代
表者は、構成員の中で最大の施工能力を有す
る者であって、その出資比率が構成員中最大
であるものとする。
 特定建設工事共同企業体の協定 特定建設
工事共同企業体の協定書は、「建設工事共同企
業体の事務取扱いについて」）昭和53年11月１
日付け建設省計振発第69号）の別添「建設工
事共同企業体の事務取扱いについて（回答）」
（昭和53年11月１日付け建設省茨計振第771
号）の別紙に示された「特定建設工事共同企
業体協定書（甲）」によるものとする。

７ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む特定建設工事共同企業体の取扱い
６の認定（６の再認定を含む。以下
同じ。）を受けていない者を構成員に含む特定建
設工事共同企業体も４及び５により申請をする
ことができる。この場合において、特定建設工
事共同企業体としての資格が認定されるために
は、６の認定を受けていない構成員が６
の認定を受けることが必要である。
なお、この場合において、当該工事に係る開
札の時までに特定建設工事共同企業体としての
資格の審査が終了せず、競争に参加できないこ
とがある。また、この場合において、６の
認定を受けていない構成員が当該工事に係る開
札の時までに６の認定を受けていないとき
又は６の一般競争参加資格がないとの認定
（６の局長が別に定める手続における一般
競争参加資格がないとの認定を含む。）を受けた
ときは、特定建設工事共同企業体としての資格
がないと認定する。
８ 資格審査結果の通知
「一般競争参加資格認定通知書」により通知
する。
９ 資格の有効期間
特定建設工事共同企業体としての資格の認定
の日から当該工事の完成する日までとする。た
だし、当該工事に係る契約の相手方以外の者に
あっては、当該工事に係る契約が締結される日
までとする。

10 その他
 特定建設工事共同企業体の名称は、「Ｒ２国
道246号渋谷駅周辺地下道工事 ・特
定建設工事共同企業体」とする。
 当該工事に係る競争に参加するためには、
開札の時において、特定建設工事共同企業体
としての資格の認定を受け、かつ、当該工事
の「入札公告（建設工事）」に示すところによ
り競争参加資格の確認を受けていなければな
らない。

競争参加者の資格に関する公示
令和２年度北陸地整航空レーザ測量業務に係る
設計共同体としての競争参加者の資格（以下「設
計共同体としての資格」という。）を得ようとする
者の申請方法等について、次のとおり公示します。
令和２年３月 30 日

北陸地方整備局長 吉岡 幹夫
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 令和２年度北陸地整航空レーザ測
量業務
 業務内容
【浸水想定区域図の基図作成】 中小河川の浸
水想定区域図策定のため、未策定河川の地形
データを航空レーザ測量（ＬＰ）により計測、
基図を作成。
【水害リスクラインの精度向上のための河川横
断図作成】 水位の実況値や予測値を分かり
やすく伝える取組みとして、直轄管理区間の
上流から下流まで左右岸別に連続的に洪水の
危険度が分かる水位情報を今年度から提供開
始。
今回、予測精度向上のため、県管理の主要
な支川や指定区間の陸部及び水部について航
空レーザ測深機（ＡＬＢ）を用いて200ｍピッ
チの河川横断図を作成。
主な業務内容は以下のとおりである。
計測計画
航空レーザ測量（ＬＰ）（500）１式 長
野県内
航空レーザ測深（ＡＬＢ）（８）１式 長
野県内
計測データ解析
 履行期限 令和３年２月26日

２ 申請の時期
令和２年３月30日から令和２年４月14日まで
（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）。
なお、令和２年４月15日以降（土曜日、日曜
日及び祝日を除く。）においても、随時、申請を
受け付けるが、開札の時までに設計共同体とし
ての資格の認定を受けていなければならない。
３ 申請の方法
 申請書の入手方法 「競争参加資格審査申
請書（建設コンサルタント業務等）」（以下「申
請書」という。）は、令和２年３月30日から北
陸地方整備局総務部契約課工事契約調整係に
おいて設計共同体としての資格を得ようとす
る者に交付する。
 申請書の提出方法 申請者は、申請書に令
和２年度北陸地整航空レーザ測量業務設計共
同体協定書（４の条件を満たすものに限
る。）の写しを添付し、持参又は郵送（書留郵
便に限る。）により提出すること。提出場所は
に示す申請書の交付場所に同じ。
 申請書等の作成に用いる言語 申請書及び
添付書類は、日本語で作成すること。

５ 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受け
ていない者を構成員に含む設計共同体の取扱い
４の認定を受けていない者を構成員に含
む設計共同体も２及び３により申請をすること
ができる。この場合において、設計共同体とし
ての資格が認定されるためには、４の認定
を受けていない構成員が４の認定を受ける
ことが必要である。また、この場合において、
４の認定を受けていない構成員が、当該業
務に係る開札の時までに４の認定を受けて
いないときは、設計共同体としての資格がない
と認定する。
６ 資格審査結果の通知
「競争参加資格認定通知書」により通知する。

７ 資格の有効期間
６の設計共同体としての資格の有効期間は、
設計共同体としての資格の認定の日から当該業
務が完了する日までとする。ただし、当該業務
に係る契約の相手方以外の者にあっては、当該
業務に係る契約が締結される日までとする。
８ その他
設計共同体の名称は、「令和２年度北陸地整航
空レーザ測量業務 ・××設計共同体」とす
る。

４ 設計共同体としての資格及びその審査
次に掲げる条件を満たさない設計共同体につ
いては、設計共同体としての資格がないと認定
する。それ以外の設計共同体については、「競争
参加者の資格に関する公示」（平成30年10月１日
付け国土交通省大臣官房地方課長、国土交通省
大臣官房官庁営繕部管理課長。以下「平成30年
10月１日付け公示」という。）６（測量・建設コ
ンサルタント等業務）のからまでに掲げる
項目について総合点数を付与して設計共同体と
しての資格があると認定する。
 組合せ 構成員の組合せは、次の条件に該
当する者の組合せとするものとする。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号）第70条及び第71条の規定に該当し
ない者であること。
 北陸地方整備局（港湾空港関係除く）に
おける平成31・32年度の測量に係る一般競
争（指名競争）参加資格の認定を受けてい
ること。
 北陸地方整備局長から地方支分部局所掌
の建設コンサルタント業務等に関し指名停
止等を受けていないこと。
 平成30年10月１日付け公示５（測量・建
設コンサルタント等業務）のからまで
に該当しない者であること。

 業務形態
 構成員の分担業務が、業務の内容により、
令和２年度北陸地整航空レーザ測量業務設
計共同体協定書において明らかであるこ
と。
 一の分担業務を複数の企業が共同して実
施することがないことが、令和２年度北陸
地整航空レーザ測量業務設計共同体協定書
において明らかであること。

 代表者要件 構成員において決定された代
表者が、令和２年度北陸地整航空レーザ測量
業務設計共同体協定書において明らかである
こと。
 設計共同体の協定書 設計共同体の協定書
が、「建設コンサルタント業務等における共同
設計方式の取扱いについて」（平成10年12月10
日付け建設省厚契発第54号、建設省技調発第
236号、建設省営建発第65号）の別紙１に示
された「〇〇設計共同体協定書」によるもの
であること。





		2020-03-27T15:22:11+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	（なし）




